
「「相相互互扶扶助助（（助助けけ合合いい））のの精精神神」」がが
全全労労済済のの理理念念

全労済近畿兵庫県本部事業推進部の榎本で

す。本日は全労済の行っている事業について説

明させて頂きたいと思います。

全労済は正式名称を「全国労働者共済生活協

同組合連合会」といい、消費者生活協同組合法

（生協法）に基づき、厚生労働省の認可を受け

て設立された共済事業を行う協同組合です。協

同組合は生活を良くしたいと願う人々が自主的

に集まって事業を行い、その事業の利用を中心

に全体で活動を進めていく営利を目的としない

組織です。日本では、農業協同組合、漁業協同

組合、中小企業協同組合、生活協同組合など、

それぞれの根拠法や所管省も異なりますが、い

ろいろな産業分野で多くの協同組合が存在して

います。

まずはじめに全労済の生い立ちについて紹介

させていただきたいと思います。戦後の復興期

の１９５０年代、庶民の暮らしもようやく上向きに

なってきました。しかし、まだまだ衣食住も満

足なものではなく、住居もバラックや木造のも

のがほとんどで、ひとたび火災が発生すれば全

ての財産を一瞬にして失うことも少なくありま

せんでした。現代では保険への加入は当たり前

のことのようになっていますが、当時の人々に

とってその保険料は高額であり、加入していな

いために生活の再建が出来ないという人々が多

くおりました。

保険が一般的でない当時の労働者の間では、

火災が起きたときに仲間内でカンパを集め被災

された方に渡すという方法がとられていまし

た。しかし、この方法では金額的にも自ずと限

界があり、生活の再建には程遠いものでした。

このため大阪の労働組合を中心にきっちりとし

た生活再建が出来る仕組みづくりをしようとい

う気運が高まってきました。これまで被災者が

発生したら仲間内で集めていたカンパという形

態から、会社単位の仲間内だけでなく、大阪府

内全域の労働組合の組合員を対象に事前に掛け

金としてお金を積み立てておき被災の状況に応

じて生活再建資金を支払う、という形態をとる

ことにしました。この仕組みは「共済」と呼ば

れ大阪の労働組合の組合員に広く浸透するにつ

れ加入者も年々増加したのですが、掛け金、事

務処理も増え専門に扱う組織を作る必要性が生

じてきました。そして１９５４年、労働組合が中心

となり共済事業を行うための組織が産声を上げ

ました。組織の理念として「相互扶助（助け合

い）の精神」「低廉な掛け金で生活再建」「加入

者への利益還元」を柱として「全大阪労働者共

済生活協同組合」が行政の認可を受け事業を開

始しました。発足当時は火災共済のみ、かつ大

阪府内だけの事業でしたが、大阪での成功によ

り全国の都道府県に相次いで同様の組織が発足

Ⅳ．研修２

みなさんに「安心」を提供します
…共済制度について

全労済近畿兵庫県本部

事業推進部 榎 本 三 郎
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しました。全国に発足したことにより組合員が

どこの県でも同じサービスが受けられるように

１９７６年、全国の組織を統合し、「全労済」とし

て全国ネットワークが完成しました。取り扱っ

ている共済の種類も組合員のニーズに応え生命

保障や老後保障などを取りそろえ生活にかかわ

る様々な制度を提供しています。

保保険険はは「「人人生生ののリリススクク」」にに
対対すするる経経済済的的なな備備ええ

社会人になって大きく羽ばたいたばかりのみ

なさんにはピンと来ないかもしれませんが、人

生を送っていく上にはその途上で様々なリスク

があると言えます。その「リスク」と「保障」

ということについてお話ししたいと思います。

まず「リスク」には大きくは四つの要素があ

ります。一つ目は「生命のリスク」です。いつ

までも健康でありたいと願う気持ちはみんな一

緒ですが、病気になり入院することもあるでし

ょうし、そのことにより後遺症を持つこともあ

ります。また不幸にして現役の間に病気だけで

なく事故も含めて亡くなるようなケースもあり

ます。あってはならないことですが、こうした

時の保障が万全であることがご家族も含めて大

きな安心となります。二つ目は「家屋・家財リ

スク」です。火災や災害、マンションなど集合

住宅での水漏れなどもそうですが、ちょっとし

たことでも多額な出費となりがちです。こうし

たリスクに対しても「保障」のガードが必要で

すね。記憶に新しい阪神淡路大震災でも全労済

は被災者の立場に立ち大きな貢献が出来まし

た。三つ目は「賠償のリスク」です。交通事故

をはじめ私たち自身が加害者になることもある

のです。人に対しても物に対しても賠償に対す

るリスク管理も必要なことですね。最後の四つ

目は「長生きのリスク」です。人生八十年時代

ともいわれる高齢化社会を迎えましたが、長生

きをするということはその期間に対する経済的

な裏付けが必要であるということです。そのた

めには公的年金等の他に自助努力としての年金

・貯蓄系の保障も必要だと思います。このよう

に保険とか共済とは「リスクに対する経済的な

備え」であると言えます。

こうしたリスクに対して全労済は様々な共済

制度を提供していますが、その中で５つの共済

四つのリスクと保障

みなさんに「安心」を提供します…共済制度について

リスクの種類 経済的影響

死 亡
�遺族の生活費
�子供の教育費 �葬儀代等

後遺障害
�所得能力喪失（減少）
�多額の医療費

入 院
�医療費用
�一時所得能力喪失

リスクの種類 経済的影響

焼失・流失
破損・汚損

�住む家がなくなる、
破損する
（建替え・改修・転居）

�財産を失う
（再購入・補修）

リスクの種類 経済的影響

対人賠償 �損害賠償金
（加害者としての
経済的償い）

対物賠償

リスクの種類 経済的影響

経 済 的
困 窮

�生活資金の不安
�医療・介護費用

生命（心身）のリスク 家屋・家財のリスク

賠償のリスク
（加害者になる） 長生きのリスク
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をパンテツクユニオンさんにおいて取り扱って

頂いています。

生命系の保障として、団体生命共済、交通災

害共済、総合医療共済の３つ。損害系の保障と

して自然災害保障付きの火災共済、賠償系の保

障としてマイカー共済、いずれの共済も全労済

ならではの安い掛け金で大きな保障を受けてい

ただくようにしております。

「「保保障障」」のの額額はは
「「責責任任」」のの重重ささにに応応じじてて設設定定

パンテツクユニオンさんでは、一昨年から相

互扶助活動の取り組みとして、新しく入社され

た新会員に対して一定期間ユニオンの全額負担

による団体生命共済と交通災害共済への加入を

行っています。なぜそのような制度を採用され

たかについては、「①必要最低限の保障を最小

限の掛け金で得ることで高額の掛け金負担を強

いられる営利を目的とした民間保険にわざわざ

加入しないですむようにするため。②若い会員

が加入することで『会員同士の助け合い』であ

る共済制度がさらに安定し有利な保障制度とし

ての充実につながるため。」であると伺ってい

ます。営利を目的としない生活協同組合として

の全労済と民間の保険会社とではどのように掛

け金が異なるか一つの例としてお示ししたいと

思います。まず一般の保険会社での生命保険の

場合は、加入時の年齢や性別によって掛け金が

異なります。当然加入時の年齢が高いほど掛け

金も高く設定されています。全労済の生命共済

は年齢・性別に関係なく全員が同じ掛け金にな

っています。このため先程もお話ししましたが、

全労済であれば若いときに無理をして必要以上

に大きな保険に入る必要がなく、責任が重くな

ればそれに応じた保障額に増やすということが

安心して行えるのです。

それではその「責任」というのはどのように

変化していくのでしょうか。みなさん方は現在

は全員独身だと思いますから「責任」はご自分

だけですね。もし結婚されたらご自分とパート

ナー、子供さんができるとぐんと責任は重くな

ります。その後子供さんが独立されると少し責

任は小さくなります。こうした「責任」の重さ

に見合った「保障」の額をご自分が知った上で

Ⅳ．研修２
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加入していくことが「賢い保険の入り方」だと

思います。

では具体的にどのようにどのように「責任の

額」とりわけ死亡に関わる「遺族の保障額」を

試算すればいいのでしょうか。一つの具体例を

元に試算してみたいと思います。３５才の会社員

Aさん、３つ年下の奥さんと小学校２年生の長

男、幼稚園年長組の長女の四人家族です。もし

Aさんが亡くなったとしたらいくらの保障が必

要か。毎月の生活費、子供さんの教育費や結婚

への援助、まだまだこれから沢山お金がかかり

ます。みなさんはAさんの場合、いくらぐらい

保険に入っておくべきだと思いますか。結論を

言いますと２９８０万円の保障があればOKです。

長男は理科系の私立大学、長女は文系の私立大

学に進学し、残された奥さんが８５才まで生きら

れるとして、必要な費用が１億３１３２万円、気の

遠くなるような金額ですが、これに対して奥さ

んに対して支払われる遺族年金と老齢年金、現

時点での貯蓄やご主人の退職金等々で１億１５２

万円となりその差額が必要な保障額２９８０万円と

なるのです。当然いろいろ前提条件を設定した

もので全ての場合がこうなるとは言えません

が、３０代から４０代の多くの方が必要以上に生命

保険に加入しているのではと思います。

「保障」というのは万一の際に必要となるも

のです。多くの方は終身保険を除いて保険を利

用することなく人生を終えられます。したがっ

て一番大きな問題は健康で何もないのに毎月の

保険料負担で日々の生活が圧迫されていること

なのです。だったら保険に入らないというのも

いざというときに困るものですが、そのために

多くの保険料を支払うのも考えものですね。最

低限の保障を最小限の掛け金で、全労済はみな

さんに「安心」を提供するために頑張りますの

で今後ともよろしくお願いいたします。みなさ

んのこれからの活躍を全労済は応援します。

以上

みなさんに「安心」を提供します…共済制度について
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